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日

号
外

ペ
ー
ジ

〇
総
務
省
、
外
務
省

二

平
成
二
十
四
年
十
一
月
十
六

日
の
衆
議
院
の
解
散
に
よ
る

衆
議
院
議
員
の
総
選
挙
に
係

る
在
外
公
館
等
に
お
け
る
在

外
投
票
の
時
間
の
特
例
を
定

め
る
省
令

二
一

二

〇
総
務
省
、
文
部
科
学
省

一

独
立
行
政
法
人
宇
宙
航
空
研

究
開
発
機
構
に
関
す
る
省
令

の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

一
五

三

〇
法

務

省

四
一

外
国
人
ノ
遺
産
ノ
保
存
処
分

ニ
関
ス
ル
手
続
を
廃
止
す
る

省
令

一
三

二

四
二

人
権
擁
護
委
員
協
議
会
、
人

権
擁
護
委
員
連
合
会
及
び
全

国
人
権
擁
護
委
員
連
合
会
組

織
規
程
の
一
部
を
改
正
す
る

省
令

二
二

二

四
三

法
務
局
及
び
地
方
法
務
局
の

支
局
及
び
出
張
所
設
置
規
則

及
び
登
記
事
務
委
任
規
則
の

一
部
を
改
正
す
る
省
令

三
〇

五

〇
外

務

省
、
財
務
省
、

国
土
交
通
省

一

国
際
連
合
安
全
保
障
理
事
会

決
議
第
千
八
百
七
十
四
号
等

を
踏
ま
え
我
が
国
が
実
施
す

る
貨
物
検
査
等
に
関
す
る
特

別
措
置
法
施
行
令
第
一
条
第

一
項
及
び
別
表
の
規
定
に
基

づ
き
物
資
を
定
め
る
省
令
の

一
部
を
改
正
す
る
省
令

二
六

一

〇
財

務

省

六
四

租
税
特
別
措
置
法
施
行
規
則

の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

一
238

八

〇
文
部
科
学
省

三
五

産
業
教
育
振
興
法
施
行
規
則

の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

一
六
249

一

三
六

大
学
設
置
基
準
の
一
部
を
改

正
す
る
省
令

一
九

二

三
七

大
学
の
設
置
等
の
認
可
の
申

請
及
び
届
出
に
係
る
手
続
等

に
関
す
る
規
則
の
一
部
を
改

正
す
る
省
令

一
九

二

三
八

専
門
職
大
学
院
設
置
基
準
の

一
部
を
改
正
す
る
省
令

一
九

二

〇
厚
生
労
働
省

一
五
三

食
品
衛
生
法
施
行
規
則
の
一

部
を
改
正
す
る
省
令

二
239

一

一
五
四

高
年
齢
者
等
の
雇
用
の
安
定

等
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則

の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

九
244

二

一
五
五

中
小
企
業
退
職
金
共
済
法
施

行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る

省
令

一
二

一

一
五
六

食
鳥
処
理
の
事
業
の
規
制
及

び
食
鳥
検
査
に
関
す
る
法
律

第
二
十
一
条
第
一
項
に
規
定

す
る
指
定
検
査
機
関
を
指
定

す
る
省
令
の
一
部
を
改
正
す

る
省
令

二
一

二

〇
農
林
水
産
省

五
六

養
ほ
う
振
興
法
施
行
規
則
の

一
部
を
改
正
す
る
省
令

一

二

五
七

飼
料
及
び
飼
料
添
加
物
の
成

分
規
格
等
に
関
す
る
省
令
の

一
部
を
改
正
す
る
省
令

二
二

二

五
八

株
式
会
社
農
林
漁
業
成
長
産

業
化
支
援
機
構
法
施
行
規
則

二
八

三

〇
農
林
水
産
省
、
経
済
産
業
省

四

商
品
先
物
取
引
法
施
行
規
則

及
び
商
品
投
資
顧
問
業
者
の

許
可
及
び
監
督
に
関
す
る
省

令
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

一
六

一

〇
経
済
産
業
省

八
二

化
学
兵
器
の
禁
止
及
び
特
定

物
質
の
規
制
等
に
関
す
る
法

律
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正

す
る
省
令

一
二

一

八
三

一
般
電
気
事
業
供
給
約
款
料

金
算
定
規
則
等
の
一
部
を
改

正
す
る
省
令

一
六
249

二
二

八
四

経
済
産
業
省
関
係
特
定
製
品

の
技
術
上
の
基
準
等
に
関
す

る
省
令
の
一
部
を
改
正
す
る

省
令

二
〇

二

八
五

一
般
高
圧
ガ
ス
保
安
規
則
及

び
コ
ン
ビ
ナ
ー
ト
等
保
安
規

則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

二
六
255

一

八
六

特
許
法
施
行
規
則
等
の
一
部

を
改
正
す
る
省
令

三
〇
259

四

〇
国
土
交
通
省

八
四

道
路
運
送
車
両
の
保
安
基
準

及
び
装
置
型
式
指
定
規
則
の

一
部
を
改
正
す
る
省
令

一
六
249

三
〇

八
五

都
市
公
園
法
施
行
規
則
及
び

特
定
都
市
河
川
浸
水
被
害
対

策
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改

正
す
る
省
令

三
〇
259

五

〇
環

境

省

三
三

廃
棄
物
の
最
終
処
分
場
事
業

に
係
る
環
境
影
響
評
価
の
項

目
並
び
に
当
該
項
目
に
係
る

調
査
、
予
測
及
び
評
価
を
合

理
的
に
行
う
た
め
の
手
法
を

選
定
す
る
た
め
の
指
針
、
環

境
の
保
全
の
た
め
の
措
置
に

関
す
る
指
針
等
を
定
め
る
省

令
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

六
241

一

三
四

平
成
二
十
三
年
三
月
十
一
日

に
発
生
し
た
東
北
地
方
太
平

洋
沖
地
震
に
伴
う
原
子
力
発

電
所
の
事
故
に
よ
り
放
出
さ

れ
た
放
射
性
物
質
に
よ
る
環

境
の
汚
染
へ
の
対
処
に
関
す

る
特
別
措
置
法
施
行
規
則
の

一
部
を
改
正
す
る
省
令

九

二

三
五

南
極
地
域
の
環
境
の
保
護
に

関
す
る
法
律
施
行
規
則
の
一

部
を
改
正
す
る
省
令

二
二
253

一

規

則

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

〇
人

事

院

九
e

五
五
e

一
一
四

人
事
院
規
則
九
e

五
五
（
特

地
勤
務
手
当
等
）
の
一
部
を

改
正
す
る
人
事
院
規
則

一

二

一
〇
e

四
e

一
九

人
事
院
規
則
一
〇
e

四
（
職

員
の
保
健
及
び
安
全
保
持
）

の
一
部
を
改
正
す
る
人
事
院

規
則

二
二

二

〇
国
家
公
安
委
員
会

一
四

風
俗
営
業
等
の
規
制
及
び
業

務
の
適
正
化
等
に
関
す
る
法

律
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正

す
る
規
則

二
一
252

五

訓

令

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

〇
内

閣

府

三
五

内
閣
府
政
策
統
括
官
の
職
務

分
担
に
関
す
る
訓
令
の
一
部

を
改
正
す
る
訓
令

二
一

二

™
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